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経営規模等評価の申請及び総合評定値の請求の時期及び方法等

平成 22年 4月 1日大分県告示第 327-2号

建設業法施行規則（昭和 24年建設省令第 14号。以下「規則」という。）第 19条の 6第 1項及び第 21
条の 2第 1項の規定に基づき、大分県知事に対してする経営規模等評価の申請及び総合評定値の請求（以
下「申請等」という。）の時期及び方法等を次のとおり定める。

第１ 申請等の時期

日曜日及び土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律第 178 号）に規定する休日並びに 12
月 29日から翌年の 1月 3日までの日（同法に規定する休日を除く。）を除き、申請等を行う日の属す
る事業年度の直前の事業年度の終了の日（以下「審査基準日」という。）ごとに知事が別に定めた期

間とする。

第２ 申請等の方法

１ 申請等を行う者（以下「申請者」という。）は、原則として申請等を行う日の属する月の前月の

末日（知事が別に定めた場合は当該別に定めた日）までに、申請者の主たる営業所の所在地を管轄

する土木事務所（以下「管轄土木事務所」という。）に対し、申請等の予約を行うものとする。こ

の場合において、知事は、審査を行う日時等を指定するものとする。

２ 第２の１の予約を行った者は、知事が指定した日時に次に掲げる書類を管轄土木事務所に提出し

て申請し、審査を受けるものとする。

(1) 規則別記様式第 25号の 14による経営規模等評価申請書及び総合評定値請求書
(2) 規則別記様式第 25号の 13による経営状況分析結果通知書
(3) 規則別記様式第 2号による工事経歴書。ただし、規則第 19条の 8 第 2 項により提出を要しな
い者は、この限りではない。

(4) その他知事が別に定める書類

３ 申請者は、第２の２の申請及び審査の際に知事が求める場合には、次に掲げる書類を提示するも

のとする。

(1) 審査対象事業年度の直前の事業年度の経営規模等評価申請書及び総合評定値請求書の副本

並びに規則第 19 条の 9 及び規則第 21 条の 4 に規定する経営規模等評価結果通知書及び総合評
定値通知書

(2) 建設業許可通知書

(3) 建設業許可申請書及び添付書類の副本

(4) 建設業法（昭和 24年法律第 100号）第 11条に規定する変更届出書の写し
(5) その他知事が別に定める書類

４ 第２の１から３の規定にかかわらず、知事が認めた場合にはその方法によることができる。

第３ 申請等に係る手数料の納付方法

大分県使用料及び手数料条例（昭和 31年条例第 27号）に規定する額を大分県証紙により納付する
ものとする。

第４ 経営規模等評価の結果及び総合評定値の通知

知事は、管轄土木事務所において、申請者に対し経営規模等評価結果通知書及び総合評定値通知書

を交付する。なお、原則として当該通知書の有効期間中、当該通知書の写しを大分県土木建築部土木

建築企画課内において閲覧に供することとする。

第５ 再審査の方法

１ 経営規模等の評価の結果について異議があるときは、当該経営規模等評価の結果の通知を受けた

日から 30 日に以内に限り、次に掲げる書類を知事に提出して再審査を申し立てることができる。
なお、当該申立てについては手数料の納付を要しない。
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(1) 規則別記様式第 25号の 14による経営規模等評価再審査申立書
(2) 再審査の申立てに係る経営規模等評価結果通知書及び総合評定値通知書の写し

(3) 異議のある審査項目についてその事実の確認に必要な書類

２ 経営事項審査の基準その他の評価方法（経営規模等評価に係るものに限る。）が改正された場合

であって、当該改正前の評価方法に基づく経営規模等評価の通知を受けている者は、当該改正の日

から 120日以内に限り、次に掲げる書類を知事に提出して再審査を申し立てることができる。なお、
当該申立てについては手数料の納付を要しない。

(1) 規則別記様式第 25号の 14による経営規模等評価再審査申立書
(2) 再審査の申立てに係る経営規模等評価結果通知書及び総合評定値通知書の写し

３ 第５の１又は２の規定によるもののほか、経営規模等評価結果及び総合評定値の通知を受けた者

は、原則として同一の審査基準日に係る申請等を行うことはできない。

第６ その他

この告示に定めのない事項については、知事が別に定める。

附 則

この告示は、公示の日から施行する。
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建設業法等に係る基本的注意事項（R5.1.1～）
以下は、建設業法等に係る基本的な事項です。

違反の場合は監督処分等の対象になりますので、ご注意ください。
（金額要件のあるものは、すべて税込みで判断されます。）

①無許可営業
　許可を受けていない業種で500万円以上※の工事を請け負ってはいけません。
　※建築一式工事：1,500万円以上（延べ面積150㎡未満の木造住宅工事を除く）

②特定建設業違反

　※建築一式工事：7,000万円以上の下請

③一括下請の禁止

④無資格技術者の配置の禁止

⑤専任工事と他工事の重複

　※建築一式工事：8,000万円以上の工事
　※建築一式工事以外：4,000万円以上の工事

⑥営業所専任技術者の専任工事への配置
　営業所の専任技術者を専任を要する工事現場※に配置することはできません。
　また、営業所の専任技術者ですので、県外等の遠方の工事を担当することもできません。
　※建築一式工事：8,000万円以上の工事
　※建築一式工事以外：4,000万円以上の工事

⑦営業所専任技術者、経営業務の管理責任者について
　営業所の専任技術者は、その営業所に「専任」でなければいけません。
　経営業務の管理責任者は、所属する営業所に「常勤」することが必要です。

⑦無許可業者と下請契約

　※建築一式工事：1,500万円以上（延べ面積150㎡未満の木造住宅工事を除く）

⑧一般建設業者と4,500万円以上※の下請契約

　※建築一式工事：7,000万円以上

⑨解体工事及び浄化槽工事に係る無許可、無登録業者との下請契約

　（土木、建築の許可及び解体工事業登録は500万円未満の解体工事が契約可能な範囲）

　（土木、建築の許可及び浄化槽工事業登録は500万円未満の浄化槽工事が契約可能な範囲）

　特定建設業の許可を持たない業者と4,500万円以上※の建設工事の下請契約を締
結してはいけません。（自社が下請）

　解体工事については、土木、建築、解体工事の許可を持たず解体工事登録業を受
けていない業者と下請契約を締結してはいけません。

　浄化槽工事については、土木、建築、管工事の許可を持たず浄化槽工事業登録を
受けていない業者と下請契約を締結してはいけません。

　住所が勤務を要する営業所の所在地から著しく遠距離で、社会通念上通勤不可能
な者や、他の法令により特定の事務所等において専任を要するとされている者、他
に個人営業や、他の法人の常勤役員、他の法人の非常勤の代表取締役（１人代表
取締役の場合）、地方公共団体の議会の議員等、他の営業または職務等について、
専任に近い状態にあると認められる者は、「専任」や「常勤」の者とは認められませ
ん。

　特定建設業の許可を受けずに、元請として請け負った一件の工事について、総額
4,500万円以上※下請に出してはいけません。

　許可を受けた建設業の業種については、各工事現場に営業所の専任技術者となり
うる資格又は実務経験を有する者を配置しないといけません。

　技術者の専任を要する工事現場※を担当する主任技術者等は原則として他の工
事の主任技術者等になることはできません。

　請け負った工事の全部又はその主たる部分を一括して他者に請け負わせてはいけ
ません。

　建設業の許可を持たない業者と500万円以上※の建設工事の下請契約を締結して
はいけません。（元請、下請どちらの立場も）
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経営事項審査における基本的注意事項

１．申請における注意事項

２．特に持参忘れの多い書類について

　経営事項審査の際に提出していただく資料はＰ１７～２５に掲載しています。
　もれが多いものについて以下のとおり記載しますのでご注意をお願いします。

②帳簿関係書類
　・JVにより施行した工事の出資比率がわかる資料
　・工事進行基準を採用している場合は、計上金額の根拠資料

③決算関係書類
　・法人税及び消費税の確定申告書及びその添付書類
　・電子申告に係る「受付メール画面（メール詳細）」を印刷したもの（消費税及び法人税）
　　（電子申告の場合のみ）
　・建設業法第１１条の決算届

④職員の常勤性確認書類
　・社会保険被保険者報酬月額決定通知書（随時分を含む）
　　※新規掲載者については雇用期間の確認等のために、最新分と前年分のコピーを提出すること。
　　※賞与の決定通知ではないので注意すること。

３．決算関係の確認事項

①法人税：1)法人税申告書別表四の「当期利益又は当期欠損の額」と法11条決算報告
          　　による「当期純利益（当期純損失）」の整合を確認します。
               2)法人税申告書別表五の「繰越損益金」と法11条決算報告による「繰越利益
　　　　　　 剰余金」の整合を確認します。
　　　　　　　3)申告の受付について、受付印又は電子申告に係る「受付メール画面（メ
　　　　　　　ール詳細）の印刷」を確認します。

　　→確認書類：直前決算期の法人税申告書及び同添付書類（別表四、別表五）
　　　　　　　　　　法11条決算報告、受付メール画面（メール詳細）の印刷

②消費税：1)消費税申告書と納税証明書の納付額を確認します。
　　　　　　　2)申告の受付についても、受付印又は電子申告に係る「受付メール画面（メ
　　　　　　　ール詳細）」を確認します。

　　→確認書類：直前決算期の消費税確定申告書
　　　　　　　法11条決算報告、電子申告に係る「受付メール画面（メール詳細）」の印刷

③下請発注状況：完成工事内訳書の「下請発注金額」の全業種合計と法11条決算報告
      による「外注費（＋労務外注費）」の整合を確認します。 　

　　→確認書類：法11条決算報告

４．その他

事実と異なる申請や書類の偽造等を行ったことにより得た審査結果を公共工事の発注者に
提出したことが明らかになった場合、建設業法上の監督処分の対象となります。
必ず責任者へ確認のうえ、申請してください。

①工事進行基準について
　工事進行基準を採用する場合は、当該工事契約に関して、①工事収益総額②工
事原価総額③決算日における工事進捗度の各要素について、客観的かつ信頼性を
もって見積もれることが適用条件です。
　工事進行基準を採用している工事については、これらのことが確認出来る資料等
で説明を求めます。
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事　務　所　名　等 郵 便 番 号 所　　　　在　　　　地 電 話 番 号

　豊後高田市是永町３９

（豊後高田総合庁舎内）

　国東市国東町安国寺７８６－１

（国東総合庁舎内）

　臼杵市大字臼杵字洲崎７２－２５４

（臼杵総合庁舎内）

　佐伯市長島町１－２－１

（佐伯総合庁舎内）

　豊後大野市三重町市場１１２３

（豊後大野総合庁舎内）

　竹田市大字竹田字山手１５０１－２

（竹田総合庁舎内）

　玖珠郡玖珠町大字塚脇１３７－１

（玖珠総合庁舎内）

　日田市城町１－１－１０

（日田総合庁舎内）

　中津市中央町１－５－１６

（中津総合庁舎内）

　宇佐市大字法鏡寺２３５－１

（宇佐総合庁舎内）

　大分市大手町３－１－１

（県庁新館７階）

０９７２－２２－３１７１

０９７４－２２－１０５６

０９７４－６３－２１０８

０９７３－７２－１１５２

０９７３－２３－２１４１

８７９－０４５４

８７０－８５０１

０９７９－２２－２１１０

０９７８－３２－１３００

０９７－５０６－４５１６

宇佐土木事務所

（総務課総務班）

土木建築企画課

建設業指導班

８７９－０６２１

８７３－０５０４

８７４－０８４０

８７０－０９０５

８７５－００４１

８７６－０８１３

８７９－７１３１

８７８－００１３

佐伯土木事務所

（総務課総務班）

豊後大野土木事務所

（総務課総務班）

竹田土木事務所

（総務課総務班）

玖珠土木事務所

（総務課総務班）
８７９－４４１３

８７７－０００４
日田土木事務所

（総務課総務班）

中津土木事務所

（総務課工事経理班）

申請等に関する問い合わせ先

豊後高田土木事務所

（総務課総務班）

国東土木事務所

（総務課総務班）

別府土木事務所

（総務課工事経理班）

大分土木事務所

（総務課工事経理班）

臼杵土木事務所

（総務課総務班）

０９７８－２２－２２８５

０９７８－７２－１３２１

０９７７－６７－０２１１

０９７－５５８－２１４１

　別府市大字鶴見字下田井１４－１

　大分市向原西１－４－２

８７１－００２４

０９７２－６３－４１３６
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